
はしがき

　本書では、交通事故事件の被害者から相談を受けた専門家（弁護士、認定司
法書士等）を主な読者として想定し、損害賠償請求事件と関連する限度におい
て「社会保険の実務」を解説した。損害賠償責任保険（自賠責保険、任意保険
等）の知識はあっても、「社会保険も分かる」かは、また別の話である。弁護
士として交通事故事件に関与していると、例えば、通勤中の交通事故について
労災保険のことを質問されたとき、いつ、どのように申請するのが良いのか。
労災保険からの給付額は、損害賠償請求にどう影響するのか。そもそも労災保
険による「補償」と損害賠償は何が違うのだろう。このような疑問について詳
細的に検討した文献は見当たらない。学問としては、民法（不法行為に基づく
損害賠償法）・保険法（民間の保険契約に関するもの）・社会保障法（社会保険
を含むもの）に分かれて研究されている。交通事故事件に関する実務書では、
損益相殺的な調整のところで、社会保険に関する判例等を紹介する程度とする
ことが多い。本書は、交通事故における損害賠償と社会保険の交差するところ
に集中し、文献を幅広く学際的に参照しつつ、基礎から実務までを丁寧に執筆
したことを特色とする。
　第１編では、扉裏に「交通事故と社会保険にまつわる権利の関係図」を示し、
社会保険と損害賠償との基礎知識等を50の p o i n t に分けて説明した。そして、
第２編では、扉裏に「職業・年齢別ケースの相関図」を示し、被害者の職業・
年齢等に応じた70の C A S E に分類し、より具体的に各社会保険のからむ論点
を検討している（被害者の属性を10分類として下一桁を同じにしている。例
えば、労働者が通勤中であった場合は３、13、23…）。更に巻末では、書式に
ついて14の F o r m at を説明した。
　 p o i n t C A S E F o r m at について相互参照のために関連項目を 00参照 と
して明示している。二つの「相関図」と合わせて利用し、「今必要な情報」を
手早く検索していただけると嬉しい。例えば、労働者が通勤中の交通事故にあ
い、現在も体調不良が続いているのに後遺障害の事前認定では非該当とされて
困っていると相談されたときは、まず第１編の扉裏「交通事故と社会保険にま
つわる権利の関係図」において労災保険の対応範囲が広いことを確認し、
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p o i n t16参照 労災保険の意義、 p o i n t39参照 労災保険を使うタイミング、
p o i n t50参照 労災保険給付と損害賠償の調整を確認しよう。続いて、第２編

の扉裏「職業・年齢別ケースの相関図」から C A S E23参照 にいくと、損害賠償
額の算定については C A S E 21参照 、通勤災害については C A S E 3 参照 、労災
保険の給付については C A S E22参照 が参照される。そして、 C A S E22参照 で
は介護補償給付支給申請書等に関する F o r m at10参照 が参照される。著者とし
ては、もちろん通読していただいても嬉しいが、忙しい実務家には、このよう
な使い方が現実的だろう、と考える。
　本書の構想は、学陽書房の伊藤真理江様の周到なリサーチによって支えられ
ている。社会保険を使うタイミングを p o i n t で取り上げることも、実務家が
使いやすいように C A S E を時間順に並べていくことも、リサーチの成果であ
る。格段の御配慮により、校正段階で出版された赤い本・青本の最新版にも対
応することができた。また、学陽書房の新留美哉子様の丁寧な校正によって、
誤字を大幅に減らすことができた。これらのことによって本書の内容は、より
充実したものになったと思う。もとより本書に関する責任は私にあるが、ここ
に名前を掲げきれないほど多くの方々に受けたご指導に、心より感謝してい
る。
　本書が、社会保険の理解を通じて、交通事故事件の予防や早期解決の一助と
なることを期待しつつ。

　令和２（2020）年４月

 弁護士　中込一洋　
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 一覧表２　職業・年齢別ケースの相関図   110

第1章
治療期間中における
社会保険の利用

1   治療費等に対応するもの（傷害・積極損害）
 CA S E 1  労働者が、労災ではない交通事故で
  負傷した場合の治療費等   112

 CA S E 2  労働者が、業務中の交通事故で
  負傷した場合の治療費等   120

 CA S E 3  労働者が、通勤中の交通事故で
  負傷した場合の治療費等   122

 CA S E 4  会社役員が、交通事故で負傷した場合の治療費等   124

 CA S E 5  自営業者が、交通事故で負傷した場合の治療費等   125

 CA S E 6  短時間労働者が、交通事故で
  負傷した場合の治療費等   127

 CA S E 7  家事従事者が、交通事故で
  負傷した場合の治療費等   128

 CA S E 8  失業者が、交通事故で負傷した場合の治療費等   131

 CA S E 9  未成年者が、交通事故で負傷した場合の治療費等   132

 CA S E 10  高齢者が、交通事故で負傷した場合の治療費等   133

第2 編 各論 ― 職業・年齢別交通事故事件処理に使える 
社会保険の知識
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2   休業損害に対応するもの（傷害・消極損害）
 CA S E 11  労働者が、労災ではない交通事故で
  負傷した場合の休業損害   134

 CA S E 12  労働者が、業務中の交通事故で
  負傷した場合の休業損害   138

 CA S E 13  労働者が、通勤中の交通事故で
  負傷した場合の休業損害   141

 CA S E 14  会社役員が、交通事故で負傷した場合の休業損害   143

 CA S E 15  自営業者が、交通事故で負傷した場合の休業損害   144

 CA S E 16  短時間労働者が、交通事故で
  負傷した場合の休業損害   146

 CA S E 17  家事従事者が、交通事故で
  負傷した場合の休業損害   147

 CA S E 18  失業者が、交通事故で負傷した場合の休業損害   149

 CA S E 19  未成年者が、交通事故で負傷した場合の治療費等   150

 CA S E 20  高齢者が、交通事故で負傷した場合の治療費等   151

第2 章
症状固定後における
社会保険の利用

1   介護費用等に対応するもの（後遺障害・積極損害）
 CA S E 21  労働者が、労災ではない交通事故で
  後遺障害ある場合の介護費用等   152

 CA S E 22  労働者が、業務中の交通事故で
  後遺障害ある場合の介護費用等   158
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 CA S E 23  労働者が、通勤中の交通事故で
  後遺障害ある場合の介護費用等   159

 CA S E 24  会社役員が、交通事故で
  後遺障害ある場合の介護費用等   160

 CA S E 25  自営業者が、交通事故で
  後遺障害ある場合の介護費用等   161

 CA S E 26  短時間労働者が、交通事故で
  後遺障害ある場合の介護費用等   162

 CA S E 27  家事従事者が、交通事故で
  後遺障害ある場合の介護費用等   163

 CA S E 28  失業者が、交通事故で
  後遺障害ある場合の介護費用等   163

 CA S E 29  未成年者が、交通事故で
  後遺障害ある場合の介護費用等   164

 CA S E 30  高齢者が、交通事故で
  後遺障害ある場合の介護費用等   165

2   後遺障害逸失利益に対応するもの（後遺障害・積極損害）
 CA S E 31  労働者が、労災ではない交通事故で
  後遺障害ある場合の逸失利益   166

 CA S E 32  労働者が、業務中の交通事故で
  後遺障害ある場合の逸失利益   172

 CA S E 33  労働者が、通勤中の交通事故で
  後遺障害ある場合の逸失利益   174

 CA S E 34  会社役員が、交通事故で
  後遺障害ある場合の逸失利益   175
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 CA S E 35  自営業者が、交通事故で
  後遺障害ある場合の逸失利益   176

 CA S E 36  短時間労働者が、交通事故で
  後遺障害ある場合の逸失利益   178

 CA S E 37  家事従事者が、交通事故で
  後遺障害ある場合の逸失利益   179

 CA S E 38  失業者が、交通事故で
  後遺障害ある場合の逸失利益   180

 CA S E 39  未成年者が、交通事故で
  後遺障害ある場合の逸失利益   181

 CA S E 40  高齢者が、交通事故で
  後遺障害ある場合の逸失利益   183

第3 章
死亡したことによる
社会保険の利用

1   葬儀費等に対応するもの（死亡・積極損害）
	 CA S E 41  労働者が、労災ではない交通事故で
  死亡した場合の葬儀費等   185

 CA S E 42  労働者が、業務中の交通事故で
  死亡した場合の葬儀費等   189

 CA S E 43  労働者が、通勤中の交通事故で
  死亡した場合の葬儀費等   190

 CA S E 44  会社役員が、交通事故で死亡した場合の葬儀費等   190

 CA S E 45  自営業者が、交通事故で死亡した場合の葬儀費等   191
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 CA S E 46  短時間労働者が、交通事故で
  死亡した場合の葬儀費等   192

 CA S E 47  家事従事者が、交通事故で
  死亡した場合の葬儀費等   193

 CA S E 48  失業者が、交通事故で死亡した場合の葬儀費等   194

 CA S E 49  未成年者が、交通事故で死亡した場合の葬儀費等   194

 CA S E 50  高齢者が、交通事故で死亡した場合の葬儀費等   195

2   死亡逸失利益に対応するもの（死亡・積極損害）
 CA S E 51  労働者が、労災ではない交通事故で
  死亡した場合の逸失利益   197

 CA S E 52  労働者が、業務中の交通事故で
  死亡した場合の逸失利益   201

 CA S E 53  労働者が、通勤中の交通事故で
  死亡した場合の逸失利益   204

 CA S E 54  会社役員が、交通事故で死亡した場合の逸失利益   205

 CA S E 55  自営業者が、交通事故で死亡した場合の逸失利益   206

 CA S E 56  短時間労働者が、交通事故で
  死亡した場合の逸失利益   207

 CA S E 57  家事従事者が、交通事故で
  死亡した場合の逸失利益   208

 CA S E 58  失業者が、就職活動中の交通事故で
  死亡した場合の逸失利益   209

 CA S E 59  未成年者が、交通事故で死亡した場合の逸失利益   210

 CA S E 60  高齢者が、交通事故で死亡した場合の逸失利益   211
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第4 章 死亡による受給権の消滅等

 CA S E 61  社会保険受給権を有する被害者が、
  交通事故で死亡した場合   212

 CA S E 62  老齢厚生年金を受給していた被害者が
  交通事故で死亡した場合   214

 CA S E 63  老齢基礎年金を受給していた被害者が
  交通事故で死亡した場合   216

 CA S E 64  老齢年金を受給できる可能性が高かった
  被害者が、交通事故で死亡した場合   218

 CA S E 65  障害（厚生・基礎）年金を受給していた
  被害者が、交通事故で死亡した場合   219

 CA S E 66  20歳前の障害基礎年金を受給していた
  被害者が、交通事故で死亡した場合   222

 CA S E 67  労災保険の障害年金を受給していた
  被害者が、交通事故で死亡した場合   223

 CA S E 68  労災保険の傷害補償年金を受給していた
  被害者が、交通事故で死亡した場合   224

 CA S E 69  遺族（厚生・基礎）年金を受給していた
  被害者が、交通事故で死亡した場合   225

 CA S E 70  労災保険の遺族年金を受給していた
  被害者が、交通事故で死亡した場合   227
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F o r m at 1  交通事故、自損事故、第三者（他人）等の
 行為による傷病（事故）届  P O I N T 36

F o r m at 2  負傷原因報告書  P O I N T 36

F o r m at 3  事故発生状況報告書  P O I N T 36

F o r m at 4  同意書  P O I N T 36

F o r m at 5  損害賠償金納付確約書・念書  P O I N T 36

F o r m at 6  健康保険傷病手当金支給申請書  C A S E 11

F o r m at 7  健康保険被保険者・家族埋葬料（費）
 支給申請書  C A S E 41

1 健康保険

F o r m at 8  第三者行為災害届（業務災害・通勤災害）
 （交通事故・交通事故以外）  P O I N T 39

F o r m at 9  念書（兼同意書）  P O I N T 39

F o r m at10  労働者災害補償保険 介護補償給付・
 介護給付支給請求書  C A S E22

F o r m at11  労働者災害補償保険 障害補償給付支給請求書／
 障害特別支給金・障害特別年金・
 障害特別一時金支給申請書  C A S E32

F o r m at12  労働者災害補償保険 葬祭料請求書  C A S E42

F o r m at13  労働者災害補償保険 遺族補償年金支給請求書／
 遺族特別支給金・遺族特別年金支給申請書  C A S E52

F o r m at14  労働者災害補償保険 未支給の保険給付支給請求書／
 未支給の特別支給金支給申請書  C A S E 61

2 労災保険

巻末資料：書式等と記入のポイント
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【一覧表２　職業・年齢別ケースの相関図】
第２編では、被害者の類型（職業・年齢）、損害の程度から62のケースに分類して解説した。
状況ごとに社会保険上の論点を検索する際の参考としてほしい。

損害の種類

被害者の属性

傷　　害 後　遺　障　害 死　　亡

治療費等 休業損害 介護費用等 逸失利益 葬儀費等 逸失利益

労働者（労災以外） Case1 Case11 Case21 Case31 Case41 Case51

労働者（業務災害） Case2 Case12 Case22 Case32 Case42 Case52

労働者（通勤災害） Case3 Case13 Case23 Case33 Case43 Case53

会社役員 Case4 Case14 Case24 Case34 Case44 Case54

自営業者 Case5 Case15 Case25 Case35 Case45 Case55

短時間労働者 Case6 Case16 Case26 Case36 Case46 Case56

家事従事者 Case7 Case17 Case27 Case37 Case47 Case57

失業者 Case8 Case18 Case28 Case38 Case48 Case58

未成年者 Case9 Case19 Case29 Case39 Case49 Case59/64

高齢者 Case10 Case20 Case30 Case40 Case50 Case60/61/62

※�　Case63/65/66 は、障害年金・傷害補償年金・遺族年金受給者であるため、特定の職業・年齢にはかかわら
ない。
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【一覧表２　職業・年齢別ケースの相関図】
第２編では、被害者の類型（職業・年齢）、損害の程度から62のケースに分類して解説した。
状況ごとに社会保険上の論点を検索する際の参考としてほしい。

損害の種類

被害者の属性

傷　　害 後　遺　障　害 死　　亡

治療費等 休業損害 介護費用等 逸失利益 葬儀費等 逸失利益

労働者（労災以外） Case1 Case11 Case21 Case31 Case41 Case51

労働者（業務災害） Case2 Case12 Case22 Case32 Case42 Case52

労働者（通勤災害） Case3 Case13 Case23 Case33 Case43 Case53

会社役員 Case4 Case14 Case24 Case34 Case44 Case54

自営業者 Case5 Case15 Case25 Case35 Case45 Case55

短時間労働者 Case6 Case16 Case26 Case36 Case46 Case56

家事従事者 Case7 Case17 Case27 Case37 Case47 Case57

失業者 Case8 Case18 Case28 Case38 Case48 Case58

未成年者 Case9 Case19 Case29 Case39 Case49 Case59/64

高齢者 Case10 Case20 Case30 Case40 Case50 Case60/61/62

※�　Case63/65/66 は、障害年金・傷害補償年金・遺族年金受給者であるため、特定の職業・年齢にはかかわら
ない。
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1 治療費等に対応するもの
（傷害・積極損害）

労働者が、労災ではない交通事故で
負傷した場合の治療費等

C A S E

1
損害賠償額の算定1

①治 療 費
　治療費とは、事故受傷の治療のために必要となった診察料、検査料、投薬料
などの医療行為に関する費用である。医師法17条は「医師でなければ、医業
をなしてはならない」、歯科医師法17条は「歯科医師でなければ、歯科医業を
なしてはならない」と規定している。ここにいう「医業」とは医行為を業とし
て行うことであり、医行為とは、医師が行うのでなければ保健衛生上危害を生
ずる恐れのある行為と理解されている（東京高判平成６・11・15高刑集47巻３
号299頁）。このような意味において、医療を本来的に担うのは、医師及び歯
科医師である。
　治療費は、必要かつ相当な実費全額が損害と認められる。ここでいう「必要
かつ相当」と認められるためには、①事故による受傷に対するものであること、
②治療の必要性と相当性があること、及び③金額が相当であることが必要であ

第1章

治療期間中における
社会保険の利用
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る。例えば、差額ベッド代（特別室料）は、ほかの患者と同室でないことによ
り治療効果が高くなるなど医師がその必要性を認めて指示をしたとき、症状が
重篤であったとき、一般の病室に空きがなかったときなど、特別の事情がある
場合でなければ認められない。
　「公的医療保険を適用しない診療」のことを、「自由診療」という（西村外65
頁）。自由診療の報酬について明確な合意が存在しない場合、その算定方法が
問題となる。「実際に、高額な注射薬を大量に投与し、長期に入院させ、利益
本位の立場から施された自由診療の報酬額が高額化した事案につき、健保法の
診療報酬体系との均衡について配慮した上で算定するのが相当であるとした裁
判例がある（東京地判平元・３・14判時1301号21頁）」（西村外65頁）。これは、
「保険会社から相当高額の治療費の請求を行っている医療機関に対して提起さ
れた不当利得返還請求訴訟」において、「薬剤料については１点単価10円、そ
の余の診療報酬部分については診療報酬に対する課税を考慮して１点10円50
銭として診療報酬額を算定した」（菊池398頁）ものである。「実務上、自由診
療を用いる場合、日本医師会と日本損害協会との基本的合意により、薬剤等に
ついては、１点単価12円、その他の技術料については、20％を加算した額を
上限とする取扱いがなされている」（西村外65頁）。
　柔道整復、鍼灸、あん摩、マッサージ、指圧などのいわゆる「東洋医学」に
よる施術費は、医師による医療行為の治療費（西洋医学の治療＝医師による医
業の費用）とは違った視点から、必要性と相当性（事故による損害と認められ
る金額）が検討される。医師の指示は「必要性、相当性」を判断するための重
要な判断材料であるとしながら（医師の指示があるときは、必要性と相当性が
認められる可能性が高い）、必ずしも医師の指示が絶対的な要件であるとまで
はせず、医師の指示がなくても一定の治療効果が上がっている場合には、相当
額（施術費の一部に限定する場合がある）を損害と認めている場合が多い。た
だし、施術を行う柔道整復師や、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師
は、後遺障害診断書を作成することはできないため、後遺障害があると予想さ
れるときは、医師の治療を受診しておくことが必要である。

②通 院 交 通 費
　被害者本人が、入通院するための交通費は、実費相当額が損害として認めら
れる。相当性のある交通費は、電車・バス等の公共交通機関を利用することが

第 1 章　 治療期間中における社会保険の利用
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※ 　全国健康保険協会ホームページ（https://www.kyoukaikenpo.or.jp/）内ダウンロード用書式「28　第三者行為によ
る傷病届」（https://www.kyoukaikenpo.or.jp/̃/media/Files/honbu/g2/dai3shakoui/jikoigaishinseisho_2.pdf）
より転載（2020年３月９日に利用）。
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F o r m at 2 「負傷原因報告書」記入のポイント
①当事者等
　被保険者記号番号、被保険者氏名、事業所名、所在地、職種、就業時間、被
扶養者が負傷したときの氏名・被保険者との続柄は、被害者の知識により記入
する。
　ここで「被扶養者が負傷したとき」の欄があるのは、健康保険では被扶養者
についても保険給付を行うためである（健保１条）。「被扶養者」に該当するのは、
被保険者の直系尊属、配偶者、子、孫及び兄弟姉妹であって、主としてその被
保険者により生計を維持するもの等である。 C A S E 7 参照

②負傷の原因
　ここでは、「いつ（　　年　月　日…　時　分頃）」、「なにをしているときで
すか（なにをしに行くときですか）」等と具体的質問があり、それに対する回
答を記入することが想定されている。
　「その日は」という質問の選択肢（①勤務日、②公休日、③会社の休日、④
私用で休み）、及び「次の欄は該当するものの番号を〇印で囲んでください」
という質問の選択肢（①職務中に生じた、②パート・バイト中に生じた、③私
用中に生じた、④事業所内で生じた、⑤事業所内で休憩中に生じた、⑥出勤の
途中、⑦退社して帰宅中、⑧自宅において、⑨会社主催の体育祭等において）
については、労災保険が適用される事案であるか否かを意識して記入する必要
がある。
　健康保険と労災保険の調整は、労災保険の対象となる業務災害・通勤災害に
ついては、健康保険の対象としないことによって行われる。健康保険法１条は
「業務災害（労働者災害補償保険法７条１項１号に規定する業務災害をいう。）
以外の…負傷若しくは死亡に関する保険給付を行うと規定しているから、業務
災害については健康保険の給付対象ではない。また、通勤災害も労働者災害補
償保険法の保険事故とされるため（労災７条１項２号）、健康保険法55条１項
により、同一の疾病・負傷・死亡について保険給付を行われない」としている。

p o i n t 41参照
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